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中間取りまとめは、法曹人口拡大の必要性は認めつつも、他方で、司法試験合格者の数値目標を撤廃し(第２「今後の法曹人口の在り方」)、法科大学院の定員を絞る方向性を示している。これは、法曹需要が頭打ちであるとの現状認識に立ち、実際には、法務サービスの需給を縮小均衡させる方向へ転換しようとしているとも受けとめられる。
　法曹需要が頭打ちであるとの現状認識が正しいかは疑問である。日本では、弁護士一人あたりの国民数が先進諸国と比較して依然として多い(日弁連『弁護士白書(2012年版)』107頁によると、日本は3977人、フランスは1204人、ドイツは525人、イギリスは438人、アメリカは272人)。また、企業法務を中心に、法務需要が満たされていないとの声は今日でも根強い(「企業ニーズに合う弁護士 不足 ― 国際M&Aなどで活躍の場」日本経済新聞2012年10月1日朝刊15頁など)。
にもかかわらず、近年、新人弁護士の就職難が問題視されている。就職難は普通に起こる経済現象であり、弁護士についてのみこれを問題視すること自体が制度設計を歪める原因となっている。仮に、これを解消しなければならない問題としてとらえるとしても、それは、司法試験と司法研修所教育を通して培われる裁判弁護士としての能力が、市場に潜在する法務需要の求めている能力と必ずしも一致していないことが原因になっていると思われる。処方箋として適切なのは、均質性を維持したままでの法務サービス供給者数の抑制ではなく、潜在需要に対応するための多様性促進であると思われる。英米の弁護士は、裁判を主要業務としている者は多くなく、予防法務や戦略法務などに幅広く進出している(川村明「リーガル・サービスの市場拡大の起爆剤となるTPP」http://www.bengo4.com/feature/spinterview/kawamura01など参照)。企業が国際競争に勝ち抜くには商品開発力を生かせる経営戦略が必須であり、M&A・知的財産・投資保護等に関する法務はその重要な一角を占める。あらゆる領域において、必要とされる専門知識が深化しており、分業と協業によって問題解決に当たる時代となっているが、法務においても同じであり、司法試験と研修所教育による限定的な分野における能力担保をすべての法律分野における業務独占の必要十分条件とするモデルは時代遅れになっている。狭い法曹像から脱却し、均質性確保へのこだわりを捨てれば、法務サービスを成長産業として育てていくこともできる。
司法試験合格者の数値目標を放棄し、法科大学院の定員を削減すると、多様な能力を有する人材が法務サービスに参入する意欲や機会が殺がれる。また、法科大学院においても多様な能力を養う教育が困難になる。例えば、私の所属する法科大学院では、国際的な視野と判断力を持った法曹を養成するために、海外実地研修、海外インターンシップ、米国の大学とのダブル・ディグリーを実施するための科目等を設置しているが、入学定員が削減され、司法試験重視の風潮が一層強まると、国際的な法務に意欲的な入学者の数が減り、これらの科目の継続は困難になる。
法曹界に多様な人材を呼び込むためには、司法試験合格者の数値目標を高く設定することによって、合格基準の緩和を促すべきである。たしかに、法務サービスは、需要者が財の品質を理解しにくい「信用材」であるので、利用者保護にとって最低限不可欠な質の担保は必要である。しかし、法務サービスの需要の多くは、法人顧客やリピート顧客によるもので、そのような顧客は、サービス供給者の選択眼を持つことが多い。また、最近はインターネットを通じて情報の共有が飛躍的に進み、個人顧客でも、価格指標のみに依存せず、個々の法律家の事件処理方針や実績・経験に着目してサービスを比較・選別することが可能になってきた。
顧客にとっては、質の保証だけでなく、サービスの廉価性、多様性、利便性も重要であり、それらの向上には、積極的な競争促進策が必要である。イギリスでは、昨年、法務サービスに大手スーパーが参入し、コールセンターおよび全国各地の支店で法務サービスを展開するため、今後5年間に３千名近くの法律家の新規雇用を予定している。これが可能となったのは、近年の法改正によって、非法律家による法律事務所の所有や経営参画が一定の条件の下で解禁されたからである(2007年Legal Services Act)。この改革は、金融ビッグバンの法務版とも形容されており、「缶詰を買うのと同じぐらい容易に法務サービスを受けることができて然るべきだ」とのイギリスの法務副大臣の発言(The Daily Telegraph 2005年10月18日号7頁)に象徴されているように、弁護士のゼロワン地域解消という日本の取り組みとは異次元のレベルで、法務サービスへのアクセス向上が図られている。
イギリスに限らず、諸外国では、近年、利用者利益を中心に据え、競争政策の一環として法律専門職規制の見直しが行われてきている。例えば、OECDやECの場では、法律職などの専門職業規制がサービス供給者の利益保守のためのものとなっていないかという問題意識にもとづき、最低限不可欠な質の担保という目的達成のために、競争制限的効果のより小さい施策に代替できないかを検討する作業が行われてきた(OECD, “Competitive Restrictions in Legal Professions” DAF/COMP(2007)39 (2009年); Commission “Report on Competition in Professional Services” COM(2004) 83 final; Commission Staff Working Document “Progress by Member States in reviewing and eliminating restrictions to Competition in the area of Professional Services” COM(2005) 405 final参照)。様々な専門職業規制の中でも参入規制は、競争制限的効果が最も大きい規制態様であるので、利用者の利益保護のために最低限不可欠な質の担保という目的に照らして、その方法に合理性があるか、および過剰規制となっていないかが精査されるべきである。
参入規制の方法には、試験のほか、理論教育や実務研修の義務付けなどがある。試験は均一性確保には有効であるが、現代社会の法曹に求められる多様な能力および資質のうち、試験で測ることのできるものは限られている。イギリスやオーストラリアなど、英法系諸国には司法試験のない国もあり、そのような国では、意識の高い学生は在学中から、インターンシップ経験などを通じて、主体的に自らの適性を見極めつつ、将来のキャリア形成を見越して法務需要の多い分野を模索し、各自で必要なスキルアップを図っている。私が所属法科大学院で担当している「海外インターンシップ」を受講してシンガポールやオーストラリアの法律事務所で研修した学生は、そのような現地の学生の姿に触れ、「傾向と対策」的な受身姿勢の学習を余儀なくされている日本の学生との意識の違いを感じて帰国している。司法試験の合格率が抑えられると、法科大学院の教育内容もそれに対応して画一化が進むが、それが実社会の法務需要に合ったものとなっている保証はない。
従来、主要国の中で日本のように要求度の高い試験によって参入制限を課してきたのは韓国と台湾ぐらいで、韓国は近年、門戸を大きく広げる方向に舵を切った(李京柱「韓国ロースクールの法曹養成の現状と課題」2012/12/no. 695法学セミナー29頁)。EUでは、ある加盟国の法曹資格者は他の加盟国において法務サービスを提供することが認められており、しかも受入国法の取り扱いも認められている(Directive 77/249/EEC, Directive 98/5/EC)。これは、参入制限の緩い国で免許を得て、他の加盟国で法務サービスを提供することが可能であることを意味しており、EUにおける参入の敷居の低さを物語っている。参入制限がより緩やかな外国において利用者保護に顕著な問題が生じていなければ、自国の参入制限が過剰でないかを疑う必要がある。
近年、我が国では、頻繁に法改正や判例の変遷があり、知識の陳腐化は速い。キャリアの入口における試験では基本的な理解のみを確認し、その後一生のキャリアを通して、各自が実務分野として選んだ専門領域について、最新の知識の外部評価や実務実績を開示させていく制度を構築するのが合理的である。継続的法務教育において、法学部や法科大学院が貢献できる可能性は大きい。
法曹養成制度の在り方は、法務サービスの在り方の考察と切り離せない。法曹養成制度検討会議には、利用者中心の大局的視点に立脚した最終提言を望みたい。
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